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研究成果の概要（和文）：本研究では，地震等の災害時の防災拠点施設等の重要施設において，地震によって生
じた被害状況をいち早く把握し，建物を安全に安心して使用するために，非構造部材を含む建物全体をモニタリ
ングするシステムを構築した。天井や天井裏の設備配管システムは，目視で損傷状況を把握することが困難であ
りことから，水道やガスといった建物の設備機能に支障が生じる以前に，吊り配管や吊りボルトなどに物理的な
損傷を把握する天井裏設備の定点画像を収集した。地震前後に取得した画像から画像解析により対象とする配管
に生じた変形や損傷を検知することが可能であることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, to quickly assess the damage caused by earthquakes at 
important facilities such as disaster prevention centers in the event of earthquakes and other 
disasters, and to ensure the safe and secure use of buildings, a monitoring system for the entire 
building, including nonstructural components, was established. Since it is difficult to visually 
assess the damage to the piping systems above ceilings, we collected fixed-point images of 
non-structural members to detect physical damage for suspended pipes and bolts before they interfere
 with the functions of building facilities. By comparing the images before and after earthquake, it 
is possible to detect the deformation and damages to the suspended pipe.

研究分野：建築構造

キーワード： モニタリング　システム同定　損傷同定　非構造部材　画像解析

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
非構造部材の損傷は，建物の事業継続を困難とする直接的な原因となることもあり，耐震性としての余裕度を定
量的に評価する必要性が認識されつつある。建築分野における画像処理に関する既往研究は，構造部材や実験時
のデータ取得方法の一つとして研究・活用がなされているが，非構造部材を対象とした画像解析に基づくモニタ
リングの事例は見られない。本研究では，今後も発生が懸念される地震等の災害に対して，構造安全性の評価に
加えて，建物内の様々な非構造部材において生じる損傷やそれに伴う建物設備機能の障害を検知する可能性を見
出したことに意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

東北地方太平洋沖地震(2011 年)では，震源から十分に離れた都市圏の超高層ビルでも大きな揺
れを観測し，建物の安全性や生じた被害の迅速な把握が課題となった。また，熊本地震(2016 年)

では，病院・医療施設で事業継続が困難となったことが報告されている。このような被害事例で
は，スプリンクラー等の設備配管の損傷に起因した水損や，天井の脱落などの非構造部材の損傷
により，構造躯体の損傷は軽微であっても事業継続不能と判断されたものも含まれる。吊り配管
など天井裏や間仕切り壁内部に設けられた非構造部材の一部は，目視による点検が容易ではな
く，物理的な破損などの損傷が生じたとしても，実際に機能障害に至るまで被害を把握すること
ができないことから，建物を継続的に利用する上で必要な建物機能性に重大な影響を及ぼすよ
うな損傷を早期に把握することは極めて重要である。 

甚大な被災をもたらす災害において，ライフライン(電気・水道・ガス等)の喪失による建物機
能が著しく低下した場合であっても，建物を安全に安心して利用を継続することを目的として，
地震の被災を免れないものとした減災対策や想定外の災害に対する緊急時の対策として事業継
続計画（BCP: Business Continuity Plan）の必要性が認識されており， 2017年 4月から災害拠点
病院への BCP 策定が義務化されたことから，被災後の重要復旧拠点や医療機関においては，BCP

の策定が推し進められている。 

災害が発生する以前の事前対策として建物機能の低下を抑制することや，事後対応として建
物機能を早期に復旧するための枠組を構築することは，BCP の観点から事業継続性を高める上
でも極めて重要である。建物全体の総合的なモニタリング技術として，従来からの加速度センサ
ーに加えて，ネットワークを介した種々のセンサー情報を集約し，建築系ビッグデータを創出が
望まれている。このような種々のセンサー情報に基づく建築系情報としてのビッグデータを有
効に利用することで，構造安全性の迅速な評価や早期の機能復元性を高めた災害対応の枠組の
構築が可能となる。さらに，今後発生する地震に対して建物の被害を軽減し，建物の社会的・都
市的機能の復旧性(＝レジリエンス)を高めることは，社会的に要請されている喫緊の課題である。 
構造ヘルスモニタリング(SHM: Structural Health Monitoring)とは，建物の地震時応答や常時微

動観測データに基づいて固有振動数や固有モードの変化を捉え，平常運用時の点検や地震直後
の即時避難判断に活用されるシステムである。しかしながら，集約型センシングとして少数のセ
ンサーによる SHM では，主として建物全体系としてのモーダルパラメター同定を対象としてお
り，構造部材の損傷を特定することは困難である。さらに，非構造部材の損傷は，建物の事業継
続を困難とする直接的な原因となることもあり，耐震性としての余裕度を定量的に評価する必
要性が認識されつつある。建築分野における画像処理に関する既往研究は，構造部材や実験時の
データ取得方法の一つとして研究・活用がなされているが，非構造部材を対象とした画像解析に
基づくモニタリングの事例は見られない。 

 

２．研究の目的 

本研究では，災害時の防災拠点施設における機能復旧性の向上に資するために，非構造部材を
含む建物全体の耐震性余裕度評価に資するモニタリングシステムの構築が必要であると考え，
モニタリングデータの選別と耐震性余裕度評価として観測データから得られる特徴量を定量化
することを目指す（図 1）。モニタリングシステムとして，天井裏の設備配管を対象とした画像
計測を可能とするシステムを構築する。本システムでは，地震前後に取得した画像から画像解析
により対象とする配管に生じた変形や損傷を検知することを目指す（図 2）。設備配管は一般的
に棒状の長い形状を有し，平面的に画像で捉えることは困難であるため，収集された画像データ
から画像の深度を考慮したうえで配管の地震時残留変形の推定を行う手法を提案する。 

 

   
 図 1 モニタリングシステム 図 2 画像による設備配管のモニタリング 
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３．研究の方法 

モニタリングの対象とする非構造部材は，目視点検に労力を要する天井裏の吊り設備とした。
画像による対象物の状態を迅速に把握するためには明瞭な画像の取得が望ましいが，一般に，天
井裏は光源がなく暗所となっている。また，地震などの発災前後の静止画像の比較では，設備に
生じた被害として残留変形や散乱状況を把握することが期待されるが，地震時に生じた最大変
位を評価することはできない。さらに，現在のシングルコンピューターの演算性能は格段に向上
しているものの，画像センサーによって得られた高解像度の静止画データや映像データを個々
のデバイスで画像解析するのは計算負荷が大きく現実的とは言えない。本研究では，暗所撮影へ
の対応，地震等の揺れに自動的に対応したデータ収集，データの無線収集といった非構造部材を
対象としたモニタリングにおいて要求される仕様から，IoT センシングの開発に適したシングル
コンピューターボードに加速度センサーと赤外線カメラを搭載した完全自律型複合センサユニ
ットを開発した。加速度センサーにより，3 軸加速度を常時モニタリングし，設定した加速度値
を超えると，事前に定めた画像収集ルーチンを実行する仕様とした。図 3は，本研究で製作した
複合センサユニットである。なお，画像センサーの試験体の固定については，ボルト先端部にネ
オジム磁石が埋め込まれているマグネットボルトを使用しており，鋼製架構の大梁フランジ部
等に固定することが容易である。なお，電源については，5V, 1.2A程度で安定起動するが，静止
画や動画データの収集時の消費電力は 1.0~1.5W 程度となっており，バッテリー駆動では 1 日程
度しか持たないため，電源供給方法については検討が必要である。 

画像解析手法においては，対象物を複数の画像センサーで捉えることは，実用性を考えた際に
現実的ではないことから，単眼レンズである 1 台の画像センサーによって収集された画像デー
タをもとにモニタリング対象物の挙動を評価する必要がある。本研究では，モニタリング対象と
する吊り配管の軸方向と光軸が平行となるように画像センサーを設置することとし，特徴点が
一直線上に存在すると仮定した。これにより，任意の特徴点を検出したうえで，その特徴点の画
像座標を算出することが可能となる。さらに，モニタリング対象に変化が起きる前に取得した平
常時の画像を基準画像とし，基準画像内において明瞭な特徴形状を参照点として選定する。 

提案するモニタリングシステムによる画像データの収集するシステムの運用方法を検討・確
認することや，画像分析に基づく吊り配管の変形・非構造部材として建物設備機能の損傷度評価
を検証するために，いくつかの検証実験や大型プロジェクトである実大振動台実験に参画した。
検証実験では，構造実験室において 8m程度の吊り配管を実際に施工し，吊り配管に強制加力を
与え，暗所時の画像データから吊り配管に生じた変形を推定する。画像計測結果と，レーザー変
位計測による実測値ならびに物理モデルによるシミュレーション値を比較し，本研究で構築し
た画像解析手法の妥当性を検証する。また，動的試験については，首都圏を中心としたレジリエ
ンス総合力向上プロジェクトにおける実大振動台試験に実験メンバーとして参画し，本研究で
構築したモニタリングシステムを試験体に設置し，平面的に広がりのある設備配管に対して画
像モニタリングの有用性を検証した（図 5）。 

 

 図 3 画像計測ユニット 図 4 画像解析による深度推定 

 

 

図 5 実大振動台実験へのモニタリングシステムの適用 
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４．研究成果 

本研究で構築したモニタリングシステムを用いて，実際の天井裏設備配管等を定点観測した
際に得られる画像を収集すること，ならびに画像解析手法の妥当性を検証することを目的とし
て，静的加力試験および動的加力試験を実施した。得られた画像データおよび検証結果を成果と
してまとめる。静的加力試験では，吊り配管の軸方向に一致する方向に画像センサーを設置し，
吊り配管に強制変形を与えるために外力を作用させ，変形時の画像データを収集した。図 6は実
際に得られた画像データの一例を示している。図 6 の画像では，実験室内を消灯し，暗所状態を
再現している。暗所であっても赤外線ライト付きの画像センサーによって，配管や吊り金具が明
瞭に捉えられていることが確認できる。さらに，手前の吊り金具については，金具の形状が把握
でき，ピクセル長さと実長さの対応を用いることで深度推定が可能である。 

試験では，配管に一定の変位を作用させ，それぞれの加力時と載荷前の状態の画像データが得
られている。同試験では，配管の各点の変形量をレーザー変位計により測定しており，画像解析
による変形量推定結果と比較する。図 7では，試験体の平面図を示す。同図においては，加力位
置と計測位置を示している。レーザー変位計による計測位置 Fは，画像解析で用いる特徴点（吊
りボルト）の近傍とした。載荷試験は，計測位置での変形が 20, 40, 60, 80 mmとなるように変位
を漸増させた（試験ケースを No.1,2,3,4 とする）。図 8 では，それぞれの試験に対して画像解析
による変形推定量と，レーザー変位計での測定変位，及びモデル解析（吊り配管を曲げ棒モデル
としてモデル化）による変位の比較を示している。提案画像解析手法による方法は，実測値とモ
デルによる解析の結果と概ね対応しており，提案画像解析手法による深度推定により各特徴点
の水平変位量を評価することが可能であることを示した。 

 

 
図 6 吊り配管の変形時の画像データ 

 

 
図 7 吊り配管の吊りボルト位置と計測点関係 

 

 
図 8 画像解析による吊り配管の変形推定 
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動的振動試験については，防災科学技術研究所 E－ディフェンスにて，高機能医療施設を有す

る病院建物を再現した実大鋼構造架構に対する振動台加振実験（2020年 12月）に実験メンバー

として参画し，本研究課題で構築した画像モニタリングシステム（画像センサユニット計 20 台）

を設置し，地震時の画像データ収集の運用を実証した。試験体は，耐震建物（4階建）と免震建

物（3階建）から構成された 2棟であり，両棟は 2 階部でエキスパンションジョイントにより接

続されている。耐震棟の 3階と 4階では，病院施設を考慮した天井と設備・医療配管が再現され

た。耐震建物の天井裏には，モニタリング対象となる設備配管（給水菅やスプリンクラー管など）

が現行の耐震基準に加えて，旧基準で設計されたものも比較として設置されている。これは，耐

震支持の有無などの固定度に差異を設け，実際の建物においても耐震基準の異なる吊り配管等

においてどのような違いがみられるかを比較検討するためである。設計基準の異なる配管が同

じ径・材質の配管が対称的に配置されてため，各仕様の配管に対して，画像センサユニットを分

散して設置した（4F のセンサユニットの配置位置は図 5に示している）。 

本センサユニットに搭載した加速度センサーでは，加速度を常時モニタリングしている。加速

度値が指定した閾値を超えた際に，映像及び画像データの収集を開始する。本実験では，トリガ

ーとする閾値を 0.3G（3 m/s2）として設定し，トリガー作動前 20 秒間のデータをオンボードメ

モリーに常に記録させることで，揺れの小さい範囲の加速度データについても出力することを

可能にした。また，映像データに関しては，加振中の対象物の動きを撮影する（約 90 秒間）。得

られた映像データを用いて，吊り配管の最大変位を推定する。ただし，実験時段階で，トリガー

作動前の映像データのバッファを残すことができなかったため，ある程度揺れが生じた時点か

らの映像データを収集した。 

図 9では，本試験により収集した画像データの一部を示す。画像内で特に白く点灯しているの

は赤外線を照射するライトである。図 10 では，加振時に収集した映像データに対して深度推定

に基づき吊り配管に生じた最大変形を推定する手順を示している。同手法により吊り配管の固

定部と中央部での振幅の違いを画像解析から把握することが可能であることを確認した。一方，

揺れの前後により吊り配管に生じた物理的な損傷の検知を目的として，加振前後の画像データ

に対して差分解析を行った。差分解析では，変化がある画素位置を特定することが可能であり，

図 11 のように吊りボルトの位置が変化したことを画像解析に基づき検知することが可能である

ことを明らかにした。 

 

 

図 10 映像データに対する 

  画像解析 

 図 9 振動試験において収集した画像データ 

 

 
図 11 差分解析による残留変形の推定 
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